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地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律に基づく 

滋賀県全域基本計画 

 

１ 基本計画の対象となる区域（促進区域） 

（１）促進区域 

 設定する区域は、滋賀県内の次の 19市町の行政区域とする。 

【大津市、彦根市、長浜市、近江八幡市、草津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、湖南

市、高島市、東近江市、米原市、蒲生郡日野町、蒲生郡竜王町、愛知郡愛荘町、犬上郡豊郷

町、犬上郡甲良町、犬上郡多賀町】 

概ねの面積は、40万 1,700 ヘクタール程度（平成 29 年 9月 1日現在）である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本区域は、琵琶湖国定公園、鈴鹿国定公園の一部区域を含み、また、三上・田上・信楽県

立自然公園、朽木・葛川県立自然公園、湖東県立自然公園の区域全部を含むため、「８ 環境

の保全その他地域経済牽引事業の促進に際し配慮すべき事項」に記載のとおり、環境保全上

の配慮を行う。 

 なお、自然環境保全法に規定する原生自然環境保全地域及び自然環境保全地域、絶滅のお

それのある野生動植物の種の保存に関する法律に規定する生息地等保護区は、本促進区域に

は存在しない。 

 

（２）地域の特色（地理的条件、インフラの整備状況、産業構造、人口分布の状況等） 

 ①地理的条件 

 滋賀県は、県土の中央に我が国最大の湖である琵琶湖を有し、周囲を 1,000m 級の山々に

囲まれた自然環境に恵まれた地である。山々から流れ出る大小の河川が扇状地や三角州を作

りながら琵琶湖に注いでおり、地下水等の水資源も豊富であり、また、盆地のため、県全域

が山間等により分断されていない地域である。 

【地図】 
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 近畿、中部、北陸の 3つの経済圏の結節点という恵まれた位置にあり、東海道新幹線をは

じめ、中央自動車道西宮線、近畿自動車道名古屋神戸線、北陸自動車道等の高速道路が整備

され、県内には 21 のインターチェンジが設置されている。このため、京都、大阪、名古屋

へはもとより、関西国際空港や中部国際空港、大阪港や神戸港、名古屋港、敦賀港へいずれ

も約 90 分以内でアクセスできる環境にある等、地理的優位性があり、交通利便性の高い地

である。 

  

 ②産業構造 

 本県の産業構造をみると、県内総生産に占める製造業の割合は、35.4%（出典:平成 26 年

度滋賀県民経済計算）となっており、全国平均の 18.5%と比較すると高く、全国第 1位とな

っている。 

 一方、第三次産業の割合は 58.3%であり、全国平均と比較した場合には低くなっているが、

総生産（名目）の額は 3 兆 4,063 億円で対前年度比 1.2%の増となっており、このところ増

加してきている。 

 

特徴である製造業を見ると、県内には、恵まれた地理的条件や広域交通基盤の整備等を背

景に、高度な先端技術を有し、グローバル市場で活躍する様々な分野の大企業の事業所や研

究所が多数立地しており、近年はマザー工場化が進んでいる。 

また、これらの大手メーカーからの受注を通して、技術力を高め、ノウハウを蓄積するこ

とにより、事業展開の幅を広げ、独自技術や国内外で高いシェアを誇る製品を有する中小企

業も数多く存在している。 

こうしたことを背景として、本県における一製造事業所あたりの付加価値額は 774 百万円

で全国第 3 位、従業者 1 人あたりの付加価値額は 1,500 万円で全国第 7 位（出典:平成 28

年経済センサス活動調査）と高くなっているほか、平成 28 年の特許出願件数は 1,037 件で、

対前年比は全国水準 101％を上回る 108％となっている。 

さらに、本県には、地域の歴史、風土等地域資源を反映した地場産業として、浜縮緬、彦

根バルブ、彦根仏壇、彦根ファンデーション、湖東麻織物、甲賀・日野製薬、信楽陶器、高

島綿織物、高島扇骨の 9つの地場産業の産地が形成されており、平成 28 年 3 月に制定され

た「近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する条例」等を受け、需要拡大に向け

た情報発信やＰＲ、新市場への展開等の取組が進められている。 

 

観光については、観光振興の中核的組織として県域のＤＭＯである公益社団法人びわこビ

ジターズビューローの体制強化を図り、市町、観光関連団体、観光事業者等と連携し、日本

遺産やビワイチ（びわ湖一周サイクリング）をはじめとした体験型観光、忍者や戦国武将、

近江牛をはじめとした食、さらには映画のロケ地等の観光資源を磨き上げるとともに、琵琶

湖を中心とする豊かな自然や歴史・文化の中で育まれた多彩なコンテンツを活用し、滋賀な

らではの旅づくりに取り組んでいる。 

平成 28 年の延観光入込客数は、前年より 2,826,100 人（+5.9%）増加し、過去最高となる

50,767,300 人を記録したところであり、外国人延観光入込客数についても、549,809 人で前

年比 15.6%の大幅増となっている。（出典:平成 28年滋賀県観光入込客統計調査） 
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③教育機関や研究機関の存在 

県内には、計 13 の大学・短期大学が琵琶湖を取り囲むように立地している（滋賀大学、

滋賀医科大学、滋賀県立大学、龍谷大学、立命館大学、成安造形大学、聖泉大学、長浜バイ

オ大学、びわこ成蹊スポーツ大学、びわこ学院大学・短期大学部、滋賀文教短期大学、滋賀

短期大学、放送大学滋賀学習センター）。 

その特徴は、理工系をはじめ、バイオ、環境科学、医療、スポーツ、デザイン等、多彩な

学部を有していることであり、国や民間の助成金等を活用する等して、幅広い産業分野にわ

たって産学官連携の取組が活発に展開されている。 

 これらの大学では、近年、学部の新設が続いており、平成 27 年度には龍谷大学で農学部

が、平成 29 年度には滋賀大学で全国初となるデータサイエンス学部がそれぞれ開設され、

平成 30 年度には立命館大学で食マネジメント学部が設置される予定となっている。 

 このほか、県内には、滋賀県工業技術総合センターや滋賀県東北部工業技術センターをは

じめ、滋賀県薬業技術振興センター、滋賀県琵琶湖環境科学研究センター、滋賀県農業技術

振興センター等公設試験研究機関も数多く存在し、こうした大学や公設試験研究機関と連携

したインキュベーション施設をはじめ、創業や研究開発・事業化をハード及びソフトの両面

から支援する施設も多く設置されている。 

 

④インフラの整備状況 

（交通インフラ） 

 道路網では、京阪神地域と中部地域を結ぶ中央自動車道西宮線が、県東部から県南部にか

けて整備されているほか、北陸自動車道が本県北部と北陸地域を結んでいる。また、県南部

には、近畿自動車道名古屋神戸線が整備され、平成 35 年度に予定されている神戸ＪＣＴ～

四日市ＪＣＴ間の全線が開通すれば、京阪神、中部へのアクセスの利便性は一層高まると見

込まれる。 

 鉄道網では、東海旅客鉄道株式会社が運行する東海道新幹線 米原駅が設置されており、

西日本旅客鉄道株式会社が運行する東海道本線や北陸本線、湖西線、草津線のほか、京阪電

気鉄道株式会社が運行する京津線、近江鉄道株式会社が運行する本線、多賀線、八日市線、

信楽高原鐵道株式会社が運行する信楽線が整備され、琵琶湖を中心として県内一円に鉄道路

線網が整備されている。 

 

（モノづくりを支える物流） 

 製造業が特徴である本県にとって、物流は、モノづくりを支える重要な基盤である。 

 昨今、課題となっているドライバー不足やリードタイムの短縮等に対応するため、滋賀県

では、物流関係団体や経済団体等と連携し、平成 29 年 3 月に「滋賀のモノづくりを支える

物流研究会」を設置し、共同輸送やトラックの実車率の向上等物流の効率化・高度化等を論

点として、物流のあり方についての研究を行っている。 

 

（工業用水） 

 本県には、工業用水として、滋賀県企業庁において、南部工業用水道事業（給水区域:草

津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、湖南市、竜王町）及び彦根工業用水道事業（給水

区域:彦根市、多賀町）を経営し、立地企業の活動を支えている。 
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２ 地域経済牽引事業の促進による経済的効果に関する目標 

（１）目指すべき地域の将来像の概略 

本県産業の特徴である製造業は、ほとんどの業種で移輸出率が高くなっていることから、

一層の競争力強化を図るとともに、国内外の需要を新たに開拓し、取り込むことのできる産

業へと高めていく必要がある。また、製造業の強みとの相互連関を促しながら、商業・サー

ビス業について、サービスの高付加価値化や差別化を図ることが重要である。 
そのため、はん用機械や電子部品・デバイス・電子回路、窯業土石や化学工業、食品製造

業等といったものづくり関連産業の集積をはじめ、医療・健康関連等の産業集積、水環境ビ

ジネス・電池関連等の技術、さらには、情報人材を活かして、産学官金や産業間の連携によ

り、企業が有する技術力や展開力の一層の強化を図り、付加価値が高く、国内だけでなく、

海外市場のニーズも踏まえた戦略的な製品やサービス、ビジネスモデルの創出を促進する。 
さらに、琵琶湖を中心とする豊かな自然や歴史遺産・文化資産をはじめ、農林水産物、企

業等の有する知恵や技術等、本県の有する地域固有の資源や特性を、これまで以上に光を当

て磨き上げることにより、観光交流や付加価値の高いビジネスを生み出し、魅力ある産業・

質の高い雇用の創出を図る。 
こうした取組を通じて、県内において、人・モノ・資金が循環し、さらに、新たな需要が

開拓され、質の高い雇用が生み出される好循環を形成していく。 
 

（２）経済的効果の目標 

【経済的効果の目標】 

 現状 計画終了後 増加率 

付加価値創出額 －百万円 3,262 百万円 ― 

（説明）  

計画期間において、1件あたり 5,277 万円の付加価値額（滋賀県の一事業所あたり平均付

加価値額/平成 24 年経済センサス活動調査）を創出する地域経済牽引事業を 50 件創出し、

これらの地域経済牽引事業が促進区域で 1.236 倍（出典:平成 23 年滋賀県産業連関表 全産

業平均波及効果倍率）の波及効果を与え、促進区域で 3,262 百万円の付加価値を創出するこ

とを目標とする。 

【任意記載のＫＰＩ】 

 現状 計画終了後 伸び率 

地域経済牽引事業の

新規事業件数 

― 50 件 ― 
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３ 地域経済牽引事業として求められる事業内容に関する事項 

 本基本計画において、地域経済牽引事業とは以下の（1）～（3）の要件を全て満たす事業

をいう。 

（１）地域の特性の活用 

「５ 地域経済牽引事業の促進に当たって生かすべき自然的、経済的又は社会的な観点か

らみた地域の特性に関する事項」において記載する地域の特性の活用戦略に沿った事業であ

ること。 

 

（２）高い付加価値の創出 

 地域経済牽引事業計画の計画期間を通じた地域経済牽引事業による付加価値増加分が

5,277 万円（滋賀県の一事業所あたり平均付加価値額（平成 24年経済センサス活動調査））

を上回ること。 

 

（３）地域の事業者に対する相当の経済的効果 

 地域経済牽引事業計画の計画期間を通じた地域経済牽引事業の実施により、促進区域内に

おいて、以下のいずれかの効果が見込まれること。 

①促進区域に所在する事業者の売上額が開始年度比で 5％以上増加すること。 

②促進区域に所在する事業者間での取引額が開始年度比で 5％以上増加すること。 

③促進区域に所在する事業者の雇用者数が開始年度比で 2人以上増加すること。 

④促進区域に所在する事業者の雇用者給与等支給額が開始年度比で 3％以上増加するこ

と。 

※なお、（2）、（3）の指標については、地域経済牽引事業計画の計画期間が 5 年の場合を想

定しており、地域経済牽引事業計画の計画期間が 5年に満たない場合には、当該事業に係

る計画期間で按分した値とする。 

 

４ 促進区域の区域内において特に重点的に地域経済牽引事業の促進を図るべき区域（重点

促進区域）を定める場合にあっては、その区域 

該当なし 

 

５ 地域経済牽引事業の促進に当たって生かすべき自然的、経済的又は社会的な観点からみ

た地域の特性に関する事項 

（１）地域の特性及びその活用戦略 

①滋賀県のはん用機械や電子部品・デバイス・電子回路等の加工組立型業種、窯業土石や

化学工業等の部材・素材関連業種及び食料品製造等の産業集積を活かした成長ものづく

り分野 

②滋賀県の医療・健康関連等の産業集積を活かした医療・ヘルスケア分野 

③滋賀県の企業、大学、研究機関が保有する水環境ビジネス、電池関連等の技術を活かし

た環境・エネルギー分野 

④滋賀県の情報人材を活かした第 4次産業革命関連分野 

⑤琵琶湖を中心とする滋賀の自然や歴史遺産・文化資産等の有形・無形の観光資源を活か
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した観光・スポーツ分野 

 

（２）選定の理由 

①滋賀県のはん用機械や電子部品・デバイス・電子回路等の加工組立型業種、窯業土石や

化学工業等の部材・素材関連業種及び食料品製造等の産業集積を活かした成長ものづく

り分野 

（選定の理由） 

本県の産業構造の特性を業種別でみると、昭和 40 年代の高度経済成長期を通じて、近畿

圏と中部圏、北陸圏の結節点という地理的優位性と広域交通基盤の整備による交通利便性を

背景に、はん用機械器具、電子部品・デバイス・電子回路、生産用機械器具輸送用機械器具

等といった内陸型の加工組立型業種の企業が県内製造事業所全体の 35.6％を占める 2,081

事業所※1 と数多く立地しており、当該業種が県製造業全体に占める割合は、付加価値額ベ

ースで 40.7％※3と高い割合を占めている。 

なかでも、はん用機械器具製造業は、製造品出荷額等が 5,457 億 5,858 万円※2で全国第 6

位、付加価値額は 466 億 4,500 万円※3で県製造業全体の 8.6%を占めている。電子部品・デ

バイス・電子回路製造業は製造品出荷額等が 4,074 億 4,034 万円※2で全国第 8 位、付加価

値額は 454 億 2,500 万円※3で県製造業全体の 8.4%となっており、生産用機械器具製造業を

含めたこれら 3業種で、県製造業全体の付加価値額の 4分の 1を占めている。ほかにも、製

造品出荷額等でみると、輸送用機械器具製造業は 9,227 億 7,912 万円※2と県内製造業全体

の約 13.5%を占め、一事業所あたりの製造品出荷額等は全国第 4位※2となっている。 

 

また、こうした加工組立型業種のモノづくりを支える部材・素材関連業種も県内製造事業

所全体の 51.5％を占める 3,010 事業所※1と多数立地している。 

窯業・土石製品製造業は、付加価値額が 1,099 億 9,500 万円※3で県製造業全体の 20.2%

を占め県製造業全体で最も高く、また、全国的にも第 3位で、付加価値額ベースの特化係数

をみても 2.2602※3と全国的にも高い水準にある。 

化学工業は、付加価値額が 569 億 8,500 万円※3で県製造業全体の 10.5%を占め、県製造業

全体で 2 番目に高く、また、一事業所あたりの付加価値額は全国 7 位※3であり、労働生産

性で見た特化係数は 2.2289※3と高位置にある。 

プラスチック製品製造業は、製造品出荷額等が 6,119 億 7,618 万円※2で全国第 5 位、付

加価値額ベースの特化係数は 2.1493※3と全国水準から特化した業種となっている。 

繊維工業は、製造品出荷額等が 2,005 億 7,271 万円※2で全国第 5 位、労働生産性でみた

特化係数が 1.8978※3と高い割合を占めている。 

 

このほか、本県の良質で豊富な水資源や農林水産物を活かした産業もみられ、食料品製造

業、化粧品製造業等が集積している。 

食料品製造業は、労働生産性でみた特化係数が全国平均を上回る 1.1417※3となっている。 
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さらに、化粧品生産額は、平成 28 年経済産業省生産動態統計年報・化学工業統計編をみ

ると 1,170 億 3,200 万円で全国第 6位となっている。 

 

「モノづくり基盤技術」及び「環境」の分野における研究開発や新事業創出に意欲的な産

学官金の関係機関で構成する「しが新産業創造ネットワーク」や、滋賀の強みを活かした研

究開発型モノづくりベンチャーの発掘・育成を行うとともに、これらが自立・継続的に進め

られるエコシステムの構築を目指す「滋賀テックプランター」等の取組を通じ、産学官金が

連携して、付加価値及び生産性を高めつつその競争力の一層の強化等を図っていく。 

 

 （注）本文中における各出典については、次のとおり。 

※1…平成 26 年経済センサス基礎調査 

※2…平成 26 年工業統計調査 

※3…平成 24 年経済センサス活動調査 

 

②滋賀県の医療・健康関連等の産業集積を活かした医療・ヘルスケア分野 

（選定の理由） 

平成27年都道府県別生命表（厚生労働省作成）から本県の平均寿命をみると、男性は81.78

年で全国第 1位、女性は 87.57 年で全国第 4位となっている。 

こうした中で、県内には、滋賀医科大学をはじめ、生命科学部・薬学部・スポーツ健康科

学部を有する立命館大学、長浜バイオ大学や龍谷大学、滋賀県立大学といった理工系学部を

有する大学、びわこ成蹊スポーツ大学等の関連する大学の立地や、滋賀医科大学附属病院や

県立成人病センター等の高度先進医療機関、ニプロ株式会社やパナソニック株式会社等の医

療・健康機器等の開発・生産に取り組む大手メーカーのマザー工場や研究所が集積するとと

もに、自らの技術力を活かして新たに医療・健康分野に進出する中小企業の動きが活発化し

ている。 

また、医薬品関連では、甲賀・日野の薬産地が存在し、産地の生産額は、このところ、医

療用の後発医薬品への参入をはじめ、一般用医薬品ではＯＥＭ生産や海外への新たな販路拡

大を模索する動きもみられ、順調に伸びている。 

平成 27 年薬事工業生産動態統計調査によると、滋賀県の医薬品生産金額は全国第 10 位の

2,132 億 6,600 万円、医療機器生産金額は 322 億 9,800 万円、製造所数は 50 か所で全国第

10 位と高順位となっている。 

 

こうした医療・健康関連等の産業集積を活かして、産学官金の連携により新たな医療機器

等の開発を促進するため、滋賀県では、平成 17 年度に、「しが医工連携ものづくりネットワ

ーク」を設置し、現在、製造業をはじめとする企業や医療機関、金融機関、大学や公設試験

研究機関等の幅広い分野から、計 205（平成 29 年 5 月現在）もの企業や団体等が参画して
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いる。 

さらに、“治療・介護から予防への転換”に寄与する新たな健康支援サービスの創出を目

指す組織（プラットフォーム）として、「しがウェルネスファーム」も設置している。 

また、国の地域活性化総合特区の指定を受け、平成 25 年 9 月から 5か年度にわたり取組

を進めている「地域の“ものづくり力”を活かした「滋賀健康創生」特区」では、県内の中

小企業と大手医療機器メーカー等の連携により、「血液一滴で高度な診断を可能とするポイ

ントオブケアシステム」や「老眼鏡のように気軽に使用できる補聴器」、「ロコモ対策のため

の膝痛改善（予防）機器」といった機器の開発をはじめ、地域との連携による新たな健康支

援サービスの創出等、11件（平成 29 年 12 月現在）のプロジェクトが進展している。 

 

これらの産学官等連携基盤をプラットフォームとして、「滋賀健康創生」特区等の成果を

踏まえ、企業集積を活かしながら、医療・健康・福祉・バイオ・食・スポーツ分野での製品

等や新たなサービスの創出に向けた取組を加速させ、医療や健康寿命の延伸に資するヘルス

ケア産業の振興を図っていく。 

 

③滋賀県の企業、大学、研究機関が保有する水環境ビジネス、電池関連等の技術を活かし

た環境・エネルギー分野 

（選定の理由） 

＜水環境ビジネス＞ 

滋賀県に位置する琵琶湖は、わが国最大にして世界でも有数の古代湖であり、近畿約

1,450 万人の暮らしや産業を支える水資源であるとともに、漁業、観光、農業、文化等様々

な価値を育んできた。この琵琶湖を保全するため、富栄養化防止条例の制定をはじめ、県民

による「石けん運動」、環境こだわり農業の推進による農業排水対策等を進めるとともに、

企業においては、自主的に厳しい排水基準を設定し工業排水対策に取り組んできた。 

こうした産学官民が一体となった琵琶湖保全の取組を通じて、県内には、産業系排水や生

活排水を処理する装置や施設の設計・製造・施工をはじめ、水環境関連部材の開発・製造、

さらには、水質のモニタリングや分析、コンサルティング等の技術が多数存在している。東

レ株式会社のＲＯ膜は大型海水淡水化プラントでの納入をはじめ世界各国で実績があり、そ

の累積出荷量は 4,800 万㎥/日に及び、3.3 億人に匹敵する生活用水を造水している。また、

日東電工株式会社のＲＯ膜は世界トップクラスのシェアを誇る。 

大学等研究機関をみると、立命館大学総合科学技術研究機構琵琶湖Σ研究センターでは、

琵琶湖の環境改善並びに世界の淡水域改善に向けて、流域環境の農業に関する課題も含め

て、産学官連携による研究推進に取り組んでいるほか、環境科学部や工学部等を設置する滋

賀県立大学では、湖沼・海洋溶存有機物の動態に関する研究や環境影響評価・環境政策、河

川や湖沼等の水環境へ農薬が流出する機構の解明等を行っている。このほか、滋賀県琵琶湖

環境科学研究センターや琵琶湖博物館等の研究機関、公益財団法人国際湖沼環境委員会や公
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益財団法人淡海環境保全財団等においても、湖沼管理に係る知見や技術、ネットワークを有

している。 

加えて、平成 29 年 4 月には、わが国の湖沼環境研究をリードする国立環境研究所の「琵

琶湖分室」も設置されたところである。 

 

滋賀県では、こうした技術の蓄積を活かし、水環境ビジネスを推進するため、平成 25 年

3 月に、産学官民の連携によるネットワーク組織として「しが水環境ビジネス推進フォーラ

ム」（平成 29年 11 月現在で 159 の企業や団体が参画）を設立している。 

当フォーラムでは、企業や団体等が有する技術を融合させ、新たなイノベーションの創出

を目指し、共同開発等に向けたマッチングの場づくりや、具体的なビジネス案件の形成に取

り組んでいる。 

特に、企業が有する技術・製品・サービス等と行政による仕組みづくり、住民による取組

を「琵琶湖モデル」としてパッケージ化し、水環境課題を抱える中国や台湾、ベトナム等の

アジア市場に対して重点的に海外展開等を実施している。 

こうした中から、現在、フッ素等の高性能吸着材の開発や水の透明度自動測定システム、

流体制御技術と膜処理技術を利用した移動式浄水装置、滋賀県発の銅合金「ビワライト」等

の素形材の開発や高性能バルブ等の開発・製品化が行われている。 

 

しが水環境ビジネス推進フォーラム内には、新たに「研究・技術分科会」を平成 29 年 1

月に設置し、こうした滋賀県の企業や大学、研究機関における水環境ビジネスに係る技術や

研究シーズを活用しながら、水環境ビジネス分野でのさらなるイノベーションの創出に取り

組んでいく。 

 

＜電池関連＞ 

滋賀県には、家庭用蓄電池で世界で初めて累計生産台数 10 万台を達成したパナソニック

株式会社や大型リチウムイオン電池として世界で初めて国際的認証機関TÜV Rheinlandの製

品安全検査に合格したエリーパワー株式会社の技術開発センター、リチウムイオン二次電池

用セパレータとして世界第 1位のポジションを確立している旭化成株式会社をはじめ、株式

会社リチウムエナジージャパン、京セラ株式会社、東レ株式会社、日本カーボン株式会社等

において、燃料電池やリチウムイオン電池、太陽電池関連の製品の開発・生産に係る技術や、

関連する素材や部材の開発・生産に関する技術が多数存在している。 

加えて、現在、滋賀県立大学、立命館大学、滋賀県東北部工業技術センター、滋賀県工業

技術総合センター等と県内企業等が共同し、「地産地消型スマートグリッドを実現する分散

型で高効率なエネルギー開発と多様化された供給システムの構築」に向けた研究開発が進め

られる等、国等の資金を活用し、産学官連携等によるエネルギーシステムの開発やスマート

コミュニティ推進のためのプロジェクトが活発に展開されている。 

 

こうした中、滋賀県では、平成 28 年 3 月に、本県における長期的、総合的かつ計画的な

エネルギー政策を推進するための指針として「しがエネルギービジョン」を策定した。 

具体的には、基本方針として、エネルギーを「減らす」、「創る」、「賢く使う」とともに、
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これらの取組を「支える」ための関連産業の振興等を柱として掲げ、電池関連をはじめとす

る多数のエネルギー関連技術を活かしながら、県が主体的な役割を発揮しつつ、エネルギー

関連技術や低炭素化技術の開発、優れた製品・技術の市場化や販路開拓、エネルギー関連分

野への中小企業の参入を促進するともに、関連企業の誘致に取り組んでいる。 

 

このほか、滋賀県には、大気・水・土壌に対応する分析・計測機器を開発・生産する株式

会社堀場製作所びわこ工場等、多くの環境関連分野の企業が立地しており、水環境ビジネス

や電池関連等の技術を活かして、環境の測定や分析、監視、浄化、負荷の低減等に係る商品・

サービス、技術の創出等、地球規模での環境問題や資源・エネルギー問題の解決に貢献し、

低炭素社会・省エネルギー型の社会等、産業と環境が両立した「持続可能な社会」の実現に

つながる環境関連産業の振興を図っていく。 

 

④滋賀県の情報人材を活かした第 4次産業革命関連分野 

（選定の理由） 

滋賀大学では、全国初となるデータサイエンス学部が平成 29 年 4 月に開学し、同年 5月

1 日現在、110 名の学生が同学部で学んでいる。ここでは、ビッグデータを処理・分析し、

新たな価値を創造するデータサイエンティストの育成が図られており、今後、製造やサービ

ス、医療、行政等様々な分野でビックデータを解析し、そのビックデータから新たな価値を

創出するために必要な技術や理論を習得することとなっており、国内だけに限らず、世界で

活躍することが見込まれている。さらに、平成 28 年 4 月に設立されたデータサイエンス教

育研究センターでは、企業や自治体と連携し、データ分析に関する相談、助言、分析、共同

研究等、多面的な角度から地域連携が行われている。現在までに企業等との連携協定が 24

件、共同研究等が 16 件結ばれる等、データ活用し新たな価値創造を目指すものや、社内で

のデータ利活用人材の育成が活発化している。このほか、滋賀県立大学では、平成 29 年 4

月に「地域ひと・モノ・未来情報研究センター」が設置され、多様な情報を情報通信技術（Ｉ

ＣＴ）で解析・連携・共有化し、その成果を「滋賀モデル」として提案・発信するとともに、

ＩＣＴ応用を地域社会で実践できる人材の育成等に取り組まれているほか、立命館大学情報

理工学部（学生数 2,057 名（平成 29年 5月 1日現在））や龍谷大学理工学部（学生数 2,254

名（平成 29 年 5 月 1 日現在））等、情報系を取り扱う大学が集積している。 

 

産業界においては、オプテックス株式会社やオムロン株式会社、京セラ株式会社、日本電

産株式会社、株式会社村田製作所等ＩｏＴ関連製品のキーデバイスとなるセンサーやアクチ

ュエータ、ロボット等に関する大手メーカーの研究所や開発拠点が立地するとともに、大学

と連携し中小・ベンチャー企業の活動も活発化している。 

 

また、滋賀県における情報通信端末の普及率は、ＦＴＴＨ（光ファイバー回線でネットワ

ークに接続するアクセスサービス）の世帯普及率 65.3％（出典:総務省/平成 29 年 3 月末現
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在）、スマートフォンの世帯普及率 66.2％（出典:平成 26年全国消費実態調査（二人以上の

世帯））、パソコン（ノート型）の世帯普及率 73.3％（出典:平成 26年全国消費実態調査（二

人以上の世帯））と高く、いずれも全国第 1位となっており、情報通信技術やサービスを積

極的に取り入れる県民性がうかがえる。 

 

滋賀県では、こうした大学や産業界における人材育成や研究開発の取組を活かし、関係者

による多様な支援策の展開により、ＩｏＴを活用した新たなサービスや製品の創出とその事

業化の促進を図っている。平成 27年度からは、公益財団法人滋賀県産業支援プラザと連携

し、経済産業省の「スマートものづくり応援事業」として「滋賀ものづくり経営改善センタ

ー」を設置し、第 4次産業革命に対応すべく、ＩｏＴ活用による県内企業の生産性向上を図

る人材の育成を行っているところである。 

 

また、平成 29年 3月には、滋賀県ＩｏＴ推進ラボが地方版ＩｏＴ推進ラボとして経済産

業省に選定されており、今後、生産性等の改善を目指す製造事業者をはじめ、地域で課題を

抱える観光、農業、医療・健康・福祉分野等の事業者や行政等の関係者と、解決策を提案す

るＩｏＴ関連企業とのマッチング等に取り組む。   

この他、滋賀県のＩＣＴ環境を活かして、ＩｏＴ等によって取得したデータを基に、新た

な付加価値を生み出せるよう、ビッグデータの利活用に取組むことや、ＡＩ等の活用等、健

康、医療、農業、公共サービス等の幅広い分野にも波及するような取組を通じて、第 4次産

業革命関連におけるビジネスをさらに深化させていく。 

 

⑤琵琶湖を中心とする滋賀の自然や歴史遺産・文化資産等の有形・無形の観光資源を活か

した観光・スポーツ分野 

（選定の理由） 

滋賀県は、中央にわが国最大の湖である琵琶湖を有し、周囲を 1,000ｍ級の山々に囲まれ

た自然環境に恵まれた地である。 

質が高く豊富な歴史遺産・文化資産が県内に広く分布（国宝を含む国指定の重要文化財の

指定件数は 819 件で全国第 4位（出典:文化庁・平成 29 年 5 月 1 日現在））し、地域の暮ら

しや風土等と結びつき、大切に引き継がれており、平成 28 年滋賀県観光入込客統計調査で

は、多賀大社の観光入込客数は 1,668,500 人で県内第 3位、彦根城は 785,400 人(同 7 位)、

日牟禮八幡宮 736,900 人（同 9位）近江神宮 565,000 人（同 14 位）、比叡山延暦寺 485,400

人（同 18位）、八幡堀 467,800 人（同 20 位）となっている。 

こうした自然環境や歴史遺産・文化資産等の資源を活かし、日本遺産として認定された「琵

琶湖とその水辺景観－祈りと暮らしの水遺産」（平成 27年 4月）、「忍びの里 伊賀・甲賀－

リアル忍者を求めて－」、「きっと恋する六古窯－日本生まれ日本育ちのやきもの産地－」（平

成 29 年 4 月）や戦国武将、近江米や近江の茶、近江牛、琵琶湖の魚介類、環境こだわり農

産物等をはじめとした食等の観光資源も含め、豊かな自然や歴史文化の中で育まれた、これ

らの多彩なコンテンツを磨き上げ、活用した滋賀ならではの旅づくり等に取り組んでいる。 
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 また、琵琶湖等の自然環境を活用し、湖水浴や釣り、キャンプ、登山・ハイキング、スキ

ー等のスポーツに県内外の多くの人が親しんでいるほか、「びわこ毎日マラソン大会」や「朝

日レガッタ」をはじめ、ヨットやウェイクボード、トライアスロン、オープンウォータース

イム等、琵琶湖を舞台に様々なスポーツが展開され、さらに、地域密着型のプロスポーツチ

ームが誕生している。 

最近では、自転車で琵琶湖を一周する「ビワイチ」をはじめとしたスポーツ・レクリエー

ション等の体験型観光の取組が拡がるとともに、映画やドラマのロケ地として数多くの撮影

が行われ、映像制作に係るロケ支援作品数は 111 本（2016 年）、ロケ日数は 214 日（2016

年）と、2007 年と比べ、いずれも 1.6 倍強の伸びとなっている。 

 

平成 29 年 10 月には、首都圏において、滋賀の魅力を実際に見て、触れて、食べることが

できる体験型の発信を行い、滋賀への誘引の役割を担う情報発信拠点「ここ滋賀」をオープ

ンし、ターゲットを意識した戦略的な情報発信を行っているところ。 

また、平成 30 年度の大型観光キャンペーンに向け、平成 29年 10 月から平成 30年 3月ま

での 6か月間にわたり、日本遺産を核とした観光キャンペーン「日本遺産 滋賀・びわ湖 水

の文化ぐるっと博」を開催し、効果的なＰＲとプロモーションに取り組むほか、県と市町が

連携し、旅行者の受入体制の整備に取り組んでいる。 

さらに、「ビワイチ（びわ湖一周サイクリング）」を安心・安全に、多様な人々が楽しめる

コンテンツとして確立していくため、官民協働により総合的な推進計画を策定し、体系的に

施策を推進していくこととしている。 

加えて、インバウンドについては、東アジアや東南アジアに加えて、個人や欧米等新たな

市場開拓を展開するとともに、多言語対応や無料Ｗｉ‐Ｆｉ整備等、受入環境の向上に取り

組んでいる。 

地域におけるＤＭＯの形成・確立に向けた取組を支援することにより、自立的かつ継続的

な観光振興の仕組みづくりを進め、地域の交流人口の増加と、観光を通じた地域経済の活性

化につなげている。  

さらに、2021 年のワールドマスターズゲームズ 2021 関西、さらには 2024 年に国民体育

大会・全国障害者スポーツ大会といった大型スポーツイベントが本県で開催される予定であ

るとともに、現在、2019 年のラグビーワールドカップ 2019 や 2020 年の東京オリンピック・

パラリンピックの事前合宿誘致に向けた取組を積極的に行っているところである。 

 

琵琶湖を中心とする滋賀の自然と歴史遺産・文化資産等の独自性の高い資源や豊かな自然

の中で育まれてきた県産食材、ロケ支援のノウハウ等を活かして、観光地「滋賀」の認知度

向上、｢滋賀ならでは｣の特色あるツーリズムの展開、「観光交流｣推進の体制づくりを柱とし

て、プロスポーツや今後開催される大規模スポーツイベント、さらに、今後整備するスポー

ツ施設等を活かした地域の活性化、新たな観光振興につながる映像・コンテンツビジネスを

含め、県内外から人々を惹きつけ、人・モノ・資金・情報の活発な交流を生み出すことので

きる滋賀ならではの価値を創造する観光分野でのビジネスの創出に取り組んでいく。 



 
13 

６ 地域経済牽引事業の促進に資する制度の整備、公共データの民間公開の推進その他の地域

経済牽引事業の促進に必要な事業環境の整備に関する事項 

（１）総論 

 事業環境の整備にあたっては、これまでに築き上げられてきた産業集積を活かすととも

に、新分野への進出等といった新たな挑戦が活発に行われ、それらを通じて、さらなる産

業の創出や集積が図られる等、地域経済の好循環を生み出す環境づくりを進める必要があ

る。 

このため、事業者のニーズを踏まえながら、国をはじめ、関係団体や大学、金融機関等

と連携して、企業の強みを伸ばす「競争力づくり」、他の追随を許さない「モノづくり」、

滋賀ならではの「ことづくり」、地域の特性を活かした「まちづくり」、産業を担う「人づ

くり」、多様な産業の集積を活かした「つながりづくり」等の視点から、県内で操業する事

業者が、それぞれの強みを活かして円滑かつ着実に事業活動を展開し、地域経済牽引事業

を効果的に促進するための環境整備を図る。 

 

（２）制度の整備に関する事項 

 ①税の減免措置 

県及び一部市町では、一定の要件を課したうえで、設備投資を促すための不動産取得税

や固定資産税等の減免措置を設けており、地域経済牽引事業についても、こうした措置の

活用も促しつつ、当該事業の促進を図る。 

 

②地方創生関係施策 

平成 30 年度以降、地方創生推進交付金を活用し、①滋賀県のはん用機械や電子部品・デ

バイス・電子回路等の加工組立型業種、窯業土石や化学工業等の部材・素材関連業種及び

食料品製造等の産業集積を活かした成長ものづくり分野、②滋賀県の医療・健康関連等の

産業集積を活かした医療・ヘルスケア分野、③滋賀県の企業、大学、研究機関が保有する

水環境ビジネス、電池関連等の技術を活かした環境・エネルギー分野、④滋賀県の情報人

材を活かした第 4 次産業革命関連分野、⑤琵琶湖を中心とする滋賀の自然や歴史遺産・文

化資産等の有形・無形の観光資源を活かした観光・スポーツ分野において、設備投資支援

等による事業環境整備や販路開拓の強化等の支援を実施する予定。 

 

（３）情報処理の促進のための環境の整備（公共データの民間公開に関する事項等） 

 オープンデータ化の取組は、民間サービスの創出が期待できることから、県では、推進

に向けた庁内の体制やデータ作成のルールづくりを進めるとともに、国の策定するガイド

ラインや民間ニーズ調査等にも留意して、県が保有する各種行政情報等のオープンデータ

化と、その利用促進に積極的に取り組んでいく。 

 

（４）事業者からの事業環境整備の提案への対応 

 滋賀県商工観光労働部企業誘致推進室及び各市町担当部局が事業者からの事業環境の提

案に対応するためのワンストップ窓口となり、県及び関係市町が連携して対応する。 

 

 



 
14 

（５）その他の事業環境整備に関する事項 

①産業用地の確保 

新規立地や既存立地企業の拡張等、企業の多様な立地ニーズに的確に対応するため、イン

フラ関連事業者や金融機関等と連携し、民間遊休地の情報収集等を含め、立地適地の開拓に

努める。 

 

②人材育成・確保支援 

大学生の県内就職に向け、関係機関等と連携し、県内外での合同企業説明会の開催をはじ

め、産官学金労連携によるインターンシップの推進、県と県外大学によるＵＩＪターン就職

の促進に向けた協定の締結等に取り組んでおり、引き続き、若年人材の県内企業への就職の

促進を図る。 

また、滋賀県工業技術総合センターや滋賀県立高等技術専門校において、企業における技

術開発支援等のためのセミナーや講習会等を開催し、産業のニーズに合った人材育成を図

る。 

さらに、女性の活躍推進に向け、女性のための就労支援相談等のワンストップ窓口である

「滋賀マザーズジョブステーション」において、女性のライフステージに応じた切れ目のな

い支援を行うとともに、滋賀県女性活躍推進企業認証制度を活用し、女性の活躍推進に取り

組む企業・団体を応援する。 

 

③事業継承 

商工会、商工会議所、公益財団法人滋賀県産業支援プラザでは、経営支援として、事業承

継に関わる相談対応やセミナーの開催等に取り組んでいる。 

 滋賀県では、事業承継税制の認定等を行うとともに、制度融資において事業承継資金を融

資対象としている。 

今後、滋賀県事業引継ぎ支援センター、商工関係団体、金融機関等と緊密に連携を図りなが

ら、中小企業者の事業承継の取組を積極的に推進する。 

 

④技術支援 

滋賀県工業技術総合センター等において、技術相談や技術情報の提供、研究交流、技術者

の育成、試験分析機器の開放等、技術開発や技術の高度化に対する支援の充実・強化を図る。

また、知的財産戦略に係る支援を行う。 

 さらに、創業や新事業の創出を促進するため、必要な情報の提供をはじめ、その立ち上が

りから事業化・販路開拓に至るまでの一貫した取組に対し、産学官金が一体となり、成長段

階に応じて多面的な支援を行う。 
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（６）実施スケジュール 

取組事項 平成 29 年度 平成 30 年度～33 年

度 

平成 34 年度 

（最終年度） 

【制度の整備】 

①税の減免措置 活用の促進 活用の促進 活用の促進 

②地方創生推進交

付金の活用 

活用を検討 活用を検討 活用を検討 

【情報処理の促進のための環境整備（公共データの民間公開等）】 

オープンデータ化

の取組 

取組の推進 取組の推進 取組の推進 

【事業者からの事業環境整備の提案への対応】 

事業環境整備への

提案 

随時受付、対応 随時受付、対応 随時受付、対応 

【その他】 

①産業用地の確保 適地の開拓 適地の開拓 適地の開拓 

②人材育成・確保支

援 

人材育成・確保支援

の推進 

人材育成・確保支援

の推進 

人材育成・確保支援

の推進 

③事業承継 取組の推進 取組の推進 取組の推進 

④技術支援 取組の推進 取組の推進 取組の推進 

   

 

７ 地域経済牽引支援機関が行う支援の事業の内容及び実施方法に関する事項 

（１）支援の事業の方向性 

地域経済牽引事業の促進に当たっては、公設試験研究機関や産業支援機関、県内に立地

する各大学や金融機関等、関係機関との連携を図り、それぞれのリソースを最大限発揮し

て、効果的な支援が実施できるよう努める。 

 

（２）地域経済牽引支援機関が行う支援の事業の内容及び実施方法 

①滋賀県工業技術総合センター及び滋賀県東北部工業技術センター 

時代の流れに対応した企業の技術力の向上を図るため、滋賀県工業技術総合センターで

は、電子、機械、化学、食品、工業材料、金属、セラミック、デザイン等広範な分野を対

象に総合的な試験・研究・指導機関として県内立地企業への支援を行っている。 

また、滋賀県東北部工業技術センターでは、有機材料、高分子材料、環境調和技術、繊

維技術、テキスタイルデザイン、機械、電子、金属材料等の分野を対象に支援を行ってい

る。 

いずれのセンターについても、企業への技術移転を前提とした応用研究や、企業の自主

的な研究を支援するための試験分析機器やレンタルラボの提供を行っている。 
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②公益財団法人滋賀県産業支援プラザ 

 公益財団法人滋賀県産業支援プラザは、中小企業等経営強化法に基づく中核的支援機関

として、また、中小企業支援法に基づく県中小企業支援センターとして、行政機関や大学、

経済団体、金融機関等との連携のもと、経営革新、販路拡大、創業・起業、新技術の活用

支援等、企業の発展段階に応じた総合的かつ一体的な支援を行っている。 

 

③ジェトロ滋賀貿易情報センター 

日本と諸外国の双方向の貿易投資を総合的に促進することを目的として平成 29 年 7 月 3

日に開設された本県初の海外貿易支援拠点であり、貿易支援（貿易・投資相談、セミナー・

勉強会の開催、情報発信等）や農産物等の輸出促進、外資系企業誘致に取り組んでいる。 

 

④公益社団法人びわこビジターズビューロー 

滋賀県の観光物産振興の実践組織としてＳＮＳやホームページ等を活用した情報発信を

はじめ、国内誘客、インバウンド誘客、教育旅行誘客、コンベンション誘客、物産振興等

に取り組み、観光・物産事業者や、行政、観光・物産協会等と連携した事業の展開や支援

を行っている。 

 

⑤滋賀県産業立地推進協議会 

本県では、県及び県内 19市町、地域金融機関、インフラ関連企業、地域経済団体等から

構成する滋賀県産業立地推進協議会を設置し、県内市町その他の関係機関が一体となって、

企業立地に関する情報の収集・提供及び広報活動等を展開しているところである。本基本

計画の推進に当たっては、それらの機関との連携を図り、効果的かつ効率的な取組の検討

と実施に努める。 

 

⑥滋賀発成長産業発掘・育成コンソーシアム 

本県では、滋賀大学、滋賀医科大学、滋賀県立大学、長浜バイオ大学、立命館大学、龍

谷大学の県内に立地する 6 大学、株式会社滋賀銀行と株式会社関西アーバン銀行の金融機

関、公益財団法人滋賀県産業支援プラザ、株式会社リバネス及び滋賀県で滋賀発成長産業

発掘・育成コンソーシアムを組織し、それぞれが有する知的資源及び経営資源を有効に活

用し、相互に連携して協働することにより本県の強みを活かした滋賀発成長産業の発掘・

育成や次世代イノベーション人材の育成等に取り組んでいる。 

 

８ 環境の保全その他地域経済牽引事業の促進に際し配慮すべき事項 

（１）環境の保全 

 新規開発を行う場合は周辺土地利用状況に鑑み、可能な限り自然環境に影響を与えない

よう配慮する。また、関係法令の遵守や環境保全・環境負荷の低減に向けた十分な配慮を

行い、事業活動においては環境保全に配慮し、地域社会との調和を図っていくものとする。 

 特に、大規模な地域経済牽引事業を行うこととなった場合には、当該事業活動等が住民

の理解を得られるよう、必要に応じて企業並びに行政が連携して地域の住民への理解を求

めていくものとする。 
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 本県では、「滋賀県環境基本条例」に基づき、滋賀県環境総合計画を策定し、当該計画の

中では、「めぐみ豊かな環境といのちへの共感を育む社会」の実現～子や孫の世代まで幸せ

や豊かさを実感できる安全・安心な環境の創造～」を目指すべき将来像と位置づけ、県民、

事業者、行政等の連携、協力のもと、環境保全に関する取組を進めている。 

 中でも、本県は、日本最大の湖であり近畿約 1,450 万人の重要な水資源である琵琶湖を

有していることから「滋賀県公害防止条例」において排水基準の規制強化や、「琵琶湖森林

づくり条例」等による琵琶湖に流れ込む水源地の保全を行っており、地域経済牽引事業を

行う場合には、これらの規制等の遵守によって、更なる環境負荷の低減や周辺環境の保全

に配慮するものとする。 

 また、廃棄物の軽減・リサイクルの積極的な推進や自然エネルギーの利活用等の低炭素

社会づくりに貢献する事業活動の活性化について、必要な情報を提供する。 

 本区域には、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に規定する鳥獣保護

区、自然公園法に規定する自然公園、環境省が自然環境保全基礎調査で選定した特定植物

群落、生物多様性の観点から重要度の高い湿地が含まれているが、これらに該当する区域

での整備の実施に当たって、直接的あるいは間接的に影響を与えるおそれがある場合は、

自然環境部局と十分調整を図りつつ、専門家の意見を聴く等して、関係法令に基づき、自

然環境に影響を与えないよう十分に配慮して行う。 

 

（２）安全な住民生活の保全 

 犯罪のない安全で安心できる地域社会を実現する上では、地域の自主防犯機能の強化を 

図ることが重要であることから、滋賀県及び県内各市町は、警察との連携を図りながら、

「「なくそう犯罪」滋賀安全なまちづくり条例」に基づき、県、市町、県民等及び事業者が

相互の連携の下に地域の安全を守るための活動の展開に向けた取組を進める。 

  

（３）その他 

 ①ＰＤＣＡ体制の整備等 

 毎年度、県及び各市町が連携し、関係団体等の意見を聴きながら、基本計画と承認地域

経済牽引事業計画に関し、その進捗状況の把握、分析を行う。結果については、ホームペ

ージ等で公表するとともに、事業環境の整備に必要となる施策の構築や、基本計画の見直

し等に活用することとする。 

 

９ 地域経済牽引事業の促進を図るための土地利用の調整を行う場合にあっては、その基本

的な事項 

該当なし 

 

１０ 計画期間 

計画期間については、計画同意の日から平成 34年度末日までとする。 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 


